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まえがき 

この 規格 は， 工業 標準化 法 第 14 条 によって 準用す る 第 12 条第 1 項の 規定に 基づき， 社団法人 日本 電機 
工業 会 (JEMA) から， 工業 標準 原案 を 具して 日本工業規格 を 改正す べきとの 申出が あり， 日本 工業 標準 調査 
会の 審議 を 経て， 経済 産業 大臣が 改正した 日本工業規格 である。 

これによ つて， JISC 9335-2-25:1999 は 改正され， この 規格に 置き換えられる。 

改正 に当たって は， 日 本 工業規格 と 国際規格 と の 対比， 国際規格に 一致 した 日 本 工業規格の 作成 及び 日 
本 工業規格 を 基礎に した 国際規格 原案の 提案 を 容易に する ために， ISO 60335-2-25:1999, Household and 
similar electrical appliances ― gaiety 一 Part 2-25: Particular requirements for microwave ovens, including 
combination microwave ovens を 基礎 と して 用いた。 

この 規格の 一部が， 技術的 性質 を もつ 特許権， 出願 公開 後の 特許 出願， 実用新案 権， 又は 出願 公開 後の 
実用新案 登録 出願に 抵触す る 可能性が ある こ と に 注意 を 喚起す る。 経済 産業 大臣 及び 日 本 工業 標準 調査 会 
は， このような 技術的 性質 を もつ 特許権， 出願 公開 後の 特許 出願， 実用新案 権， 又は 出願 公開 後の 実用 新 
案 登録 出願 にか かわる 確認に ついて， 責任 はもたない。 

JIS C 9335-2-25 に は， 次に 示す 附属 書が ある。 
附属 書 A (参考） 製品 検査の 試験 

附属 書 AA (規定） 複合 形 電子レンジ に関する 個別 要求 事項 
附属 書 1 (参考） JIS と 対応す る 国際規格 と の 対比 表 



(1) 
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家庭 用 及び こ れ に 類す る 電気機器の 安全性 一 
第 2-25 部 ： 電子レンジ 及び 複合 形 電子レンジの 

個別 要求 事項 

Household and similar electrical appliances — Safety— 
Part 2-25: Particular requirements for microwave ovens, 
including combination microwave ovens 

序文 こ の 規格 は， 2002 年に 第 5 版と し て 発行され た ISO 60335-2-25:2002, Household and similar electrical 
appliances ― Safety ― Part 2-25: Particular requirements for microwave ovens, including combination microwave 
ovens を 翻訳し， 技術的 内容 を 変更して 作成した 日本工業規格 であり， JISC 9335-1:2003 (家庭 用 及び これ 

に 類す る 電気機器の 安全性 一 第 1 部 ： 一般 要求 事項) と 併読す る 規格で ある。 

なお， この 規格で 点線の 下線 を 施して ある 箇所 は， 原 国際規格 を 変更して いる 事項で ある。 変更の 一 覧 
表 を その 説明 を 付けて， 附属 書 1 (参考） に 示す。 

1. 適用 範囲 この 規格 は， 定格 電圧が 250 V 以下の 家庭 用 電子レンジの 安全性に ついて 規定す る。 複合 
形 電子 レンジに ついては， そ の 要求 事項 を 附属 書 AA に 規定す る 。 

この 規格で は， 住宅の 中 及び 周囲で， 機器に 起因して 人が 遭遇す る 共通 的な 危険性 を 可能な 限り 取り扱 
つてい る。 し 力、 しな 力； ら， 次の ものに は 一般的に 考慮して いない。 
- 監視な しに 幼児 又は 非 健 常 者 力 ま 機器 を 用いる 場合。 
― 幼児が 機器で 遊ぶ 場合。 

備考 101. 規格の 適用に 際して は， 次の ことに 注意し なければ ならない。 

一 車両， 船舶 又は 航空機 搭載 用 機器に は， 要求 事項の 追加が 必要になる 場合 も ある。 

一 多くの 国に おいて は， 厚生 関係 機関， 労働 安全 所管 機関， 水道 当局 その他の 当局に よつ 

て， 追加 要求 事項 を 規定して いる。 
102. この 規格 は， 次の ものに は 適用し ない。 
一 業務 用 電子レンジ （JISC 9335-2-90)。 
― 工業用 マイクロ 波 加熱 器 （IEC 60519-6) 。 
一 医療用 機器 （IEC 60601)。 

一 腐食 性 又は 爆発性の 雰囲気 （じんあい， 蒸気 又は ガス） が 存在す るよう な 特殊な 状況に 
ある 場所での 使用 を 意図した 機器。 
備考 この 規格の 対応 国際規格 を， 次に 示す。 

なお， 対応の 程度 を 表す 記号 は， ISO/IEC Guide 21 に 基づき， 1DT (—致して いる）， MOD 
(修正して いる）， NEQ (同等で ない） とする。 
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ISO 60335-2-25:2002, Household and similar electrical appliances - Safety - Part 2-25: Particular 
requirements for microwave ovens, including combination microwave ovens (MOD) 

2. 引用 規格 次に 掲げる 規格 は， この 規格に 引用され る ことによって， この 規格の 規定の 一部 を 構成す 
る。 これらの 引用 規格 は， その 最新 版 （追 補 を 含む。） を 適用す る。 

JISC 9335-2-6 家庭 用 及び こ れに 類す る 電気 機 23 の 安全性— 第 2-6 部 ： 据 置形ホ ブ， オーブン， クッ 
キング レン ジ 及び これらに 類す る 機器の 個別 要求 事項 
備考 IEC 60335-2-6:1 997, Safety of household and similar electrical appliances — Part 2: Particular 
requirements for stationary cooking ranges, hobs, ovens and similar appliances 力、 ら の 引》 丟 事項 は， 
この 規格の 該当 事項と 同等で ある。 
JIS C 9335-2-9 家庭 用 及び こ れに 類す る 電気機器の 安全性— 第 2-9 部 ： 可 搬形ホ ブ， 才 一 ブン， ト 一 
スタ 及び これら に 類す る 機器の 個別 要求 事項 
備考 IEC 60335-2-9:1993, Household and similar electrical appliances — Safety ― Part 2-9: Particular 
requirements for toasters, grills, roasters and similar appliances 及び Amendment 1(1 998) 力、 らの弓 I 用 
事項 は， この 規格の 該当 事項と 同等で ある。 

3. 定義 この 規格で 用いる 主な 用語の 定義 は， JIS C 9335-1 の 3. による ほ 力、， 次に よる。 ただし， 3 丄 7 
及び 3.1.9 は， この 規格に よる。 

3.1.7 J1SC9335-1 の 3丄7 による ほ 力、， 次に よる。 

備考 101. 定格 周波数 は， 入力 周波数と する。 
3.1.9 通常 動作 JISC9335-1 の 3 丄 9 を， 次の 内容に 置き換える。 

最大 厚さが 3mm で， 外径が 約 190mm の 円筒形の ほう' けい 酸 ガラス 容器に 入った， 初期 温度が 20 °C± 
2 °C の， 1 000 g±50g の 飲料水 を 用いて 機器 を 運転す る。 容器 を受 皿の 中心に 置く。 
3.101 電子レンジ 加熱 室内で 食品 及び 飲料 を 加熱す るた めに， 300MHz と 30GHz との 間の-一つ 又は 複 
数の 1SM 周波数 帯域の 電磁 エネルギー を 用いる 機器。 

3.102 複合 形 電子レンジ 加熱 室内に， 同時 並行 的に 又は 直列 的に 動作す る 抵抗 ヒータ 素子 を もつ 電子 レ 

ンジ。 

備考 抵抗 ヒータ 素子 は， 放射 加熱， 対流 加熱 及び スチームに 用いられる。 
3.103 加熱 室 内壁と 扉で 囲まれた， 負荷 を 入れる 空間。 
3.104 受皿 負荷 を 載せる 加熱 室内の 水平の 支持 台。 

3.105 扉 インタ ロック 電子レンジの 扉が 閉まって いないと き， マグネ トロンの 動作 を 防止す る 装置 又は 

システム。 

3.106 モニタされ ている 扉 イン 夕 ロック モニタ 装置 を 組み込んだ 扉ィ ン タロック システム。 

3.107 温度 プローブ 食品に 差し込んで， その 温度 を 測定す る 電子レンジ 制御装置の 一部 を 構成す る 装置。 

4. 一般 要求 事項 一般 要求 事項 は， JIS C 9335-1 の 4. による。 

5. 試験の ための一 般 条件 試験の ための 一般 条件 は， JISC 9335-1 の 5. による ほ 力、， 次に よる。 ただし， 
5.2 及び 5.3 は， この 規格に よる。 

5.2 JISC9335-1 の 5.2 による ほ 力、， 次に よる。 
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備考 101. 19.104 の 試験に は， 追加 試料が 必要と なる 場合が ある。 

隱 2. 24.1.4 の 試験に は， 6 個の イン 夕 ロック 試料 を 必要と する。 
5.3 J1SC9335-1 の 5.3 を， 次のと おり 修正す る。 

項の 順に 試験 を 行う 代わりに， 次の 項の 順序 を 適用す る。 32.， 22.113, 22.108， 22.115， 7.〜17.， 20.， 
國 21.101〜21.105 を 除く。）， 18" 19. (19.104 を 除く。）， 22. (22.108， 22.113 及び 22.115 を 除く。）， 23. 
〜31" 21.101〜21.105, 及び 19.104。 
5.101 電子レンジ は， モー 夕 駆動機 器と して 試験す る。 
5.102 クラス III 温度 プローブに は， 22.112 の 試験 だけ を 適用す る。 

6. 分類 分類 は， JISC9335-1 の 6. による。 ただし， 6.1 は， この 規格に よる。 
國 JISC 9335-1 の 6.1 による ほか， 次に よる。 

電子レンジ は， ク__ラ__ろ_0 し クラス I 又は クラス II でなければ ならない。 

7. 表示 及び 取扱 説明 表示 及び 取扱 説明 は， JISC9335-1 の 7. による。 ただし， 7.1， 7.12 及び 7.14 は， 

この 規格に よる。 

國 J1SC 9335-1 の 7.1 による ほか， 次に よる。 

機器に は， 機器が 動作す る 1SM 帯域の 公称 周波数 （MHz) を 表示し なければ ならない。 
いかなる カバーの 取 外しに おいても， 32. の 規定値 を 超える マイクロ波 漏れ を 引き起こす 場合， その カバ 
一に は， 次の 文書 を もって 表示し なければ ならない。 

w 口 

マイ クロ 波 エネルギー 
この カバー を 外して はならない。 

機器が， D タイ プ ヒューズ 以外の ヒューズ によって 保護され た ゾケッ 卜-アウト レツ トを 備えて いる 場 
合 は， その ヒューズの 定格 電流 を 表示し なければ ならない。 ミニチュア • ヒューズ リンクの 場合 は， その 
ヒューズ リンクが 高 遮断 容量 を もつ こ と を， この 表示に 含めて おかなければ ならない。 
7.12 JISC 9335-1 の 7.12 による ほ 力、， 次に よる。 

取扱説明書に は， 次の 主旨が 言及され ていなければ ならない。 

重要な 安全に 関する 説明書 を 
注意 深く 読み， 今後の 参照の ために 保管し なければ ならない。 

また， 取扱説明書 は， 次の 要旨 を 含んで いなければ ならない。 

一 警告： もし， ドア 又は 扉 シール 面に 損傷が ある 場合 は， 能力が ある 者に よる 修理が 行われる まで， 

電子レンジ を 動作 させて はならない。 
- 警告： 能力が ある 者 以外が， マイクロ波 エネルギーに さらされな いように 取り付けられた カバーに 

対し， その カバーの 取り外す ことが 必要な あらゆる サービス 及び 修理 を 行う こと は 危険で あ 

る。 

一 警告： 爆発の 原因になる ので， 液体， その他の 食品 を， 密閉され た 容器に 入れて 加熱して はなら な 
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い。 

一 S 告 ： 子供が 安全に 電子レンジ を 使用す る ことができ， 間違った 使用 時の 危険性 を 理解で き るよう 
に • 卜 分な 説明が 行われた とき だけ， 子供 は 監視が な い 状態で 電子 レンジ を 使用す る こと が 許 
される。 

一 電子レンジ 上面から， 上部に 必要な 空間の 最低 高。 

一 電子レンジの 使用に 適した 容器 だけ を 用いなければ ならない。 

一 食品 を プラス ティ ック 又は， 紙の 容器に 入れて 加熱して いると き は， 着火の 可能性が あるので 電子 
レンジから 目を離さない。 

- 煙が 認められた とき は， スィッチ を 切る か 又は 機器の プラグ を 抜き， 扉 は， 炎 を 消す ために 閉めた 
ままに してお く。 

- 飲み物 を マイクロ波 加熱す ると， 遅れて 突 沸して 噴き出す ことがあ るので， 容器の 取扱いに 注意し 
なければ ならない。 

― やけど （火傷） を 防ぐ ために， ほ （哺） 乳 瓶 又は 幼児の 食品 容器 内の もの を， 食べさせる 前に かき 

混ぜたり， 振ったり して， 温度 を 確認し なければ ならない。 
― 殻 付きの 卵 及び 1 個 まるごとの ままの ゆで 卵 は， たとえ マイクロ波 加熱 を 終了した 後で も 破裂の 危 

険が あるので， 電子 レ ン ジ で 加 熱して はならない。 
- ドア シール 面， 庫 内 及び その 近傍 部分の 清掃 方法の 詳細。 

― 電子レンジ は 定期的に 清掃し， あらゆる 食品く ず も 取り除かなければ ならない。 

一 電子レンジ を 清潔な 状態に 保って おかないと， 表面の 損傷が 機器の 寿命に 悪 影 Z: を 及ぼし， 危険な 

状態と なる かもしれ ない。 

一 この 電子レンジに 推奨され た 温度 プローブ だけ を 用いなければ ならない （温度 • 感知 プローブ を 使 
用す る 機能 を 備えた 機器に 対して）。 

7.14 JIS C 9335-1 の 7.14 による ほ 力、， 次に よる。 

7.1 で 規定す る， 告の 文字の 高さ は， 少なく と も 3mm 以上なければ ならない。 
適否 は， 測定に よって 確認す る。 

8. 充電 部への 接近に 対する 保護 充電 部への 接近に 対する 保護 は， JISC 9335- 1 の 8. による。 ただし， 

8. U 及び 8.2 は， この 規格に よる。 

8.1.1 丄 ISC9335-1 の 8.1.1 による ほ 力、， 次に よる。 

試験 プローブ B の 適用 箇所に， JIS C 0922 の 試験 プローブ 18 も 適用す る。 ただし， 電子レンジが 通常 
使用 状態で 動作して いると きに 可 触と なる 部分に だけ 適用す る。 
8.2 JIS C 9335-1 の 8.2 による ほか， 次に よ 棚 

試験 プロ一 ブ B の 適用 箇所に， JIS C 0922 の 試験 プローブ 18 も 適用す る。 ただし， 電子レンジが 通常 
使用 状態で 動作 している ときに 可 触と なる 部分に だ け 適用す る 。 

9. モータ 駆動機 器の 始動 JISC9335-1 の 9. は， この 規格で は 適用し ない。 

10. 入力 及び 電流 入力 及び 電流 は， JISC 9335-1 の 10. による。 

國 温度 上昇 温度 上昇 は， JiSC 9335-1 の 11. による。 ただし， 11.2， 11.7 及び 11.8 は， この 規格に よる。 
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11.2 JISC9335-1 の 11.2 による ほ 力、， 次に よる。 

醒 潜 说外せ 据置歷 §罨 〖お-^ ^に? ^さ：^ 6 ^紐^ HHSl 直な L^lll^iH ほ^?？^: んぇ P 条 

天井 は， 説明書で 規定され た 最小 高さで 機器 上部に 設置す る。 天井 は， 試験 枠の 後 壁から 300 mm の 深 
さ を もち， 機器の 幅の 少なくとも 150mm を 超える ような 長さ を もつ。 

■ JISC 9335-1 の 11.7 を， 次の 内容に 置き換える。 

機器 は， 3 サイクル 動作す る。 その 各々 の サイクル は 10 分 間の 加熱 時間と， その後の 1 分 間の 休止 時間 
から 構成す る。 休止 時間 中 は， ドア を 開けて， 負荷 を 交換す る。 

■ JISC9335- 1 の 11.8 による ほか， 次に よる。 

電子レンジの 外部 表面の 温度 上昇 は， 試験 枠の 壁 及び 床に 面して いない 表面 だけ を 測定す る。 
空気 排出 口と， それから 25 mm までの 距離の 表面に 対して は， 温度 上昇 規定値 はない。 
備考 101. これらの 表面 は， ハンドル を 含んで いない。 

12. (規定な し） 

13. 動作 温度での 漏え い 電流 及び 耐 電圧 動作 温度での 漏え い 電流 及び 耐 電圧 は， JISC9335-1 の 13. によ 

る。 

14. 過渡 過 電圧 過渡 過 電圧 は， J1SC 9335-1 の 14. による。 

15. 耐湿性 耐湿性 は， JISC 9335-1 の 15. による ほ 力、， 次に よる。 ただし， 15.2 は， この 規格に よる。 
15.2 JISC 9335-1 の 15.2 による ほ：^， 次に よる。 

約 1 % の NaCl を 含む 0.5L の 食塩水 を， 1 分 間に わたり 間断な く受 皿に 注ぎ かける。 注いだ 食塩水が 受 
皿に たまり， こぼれ 落ちない 場合に は， 受皿を 食塩水で 満たし， 更に， 0.5 L の 食塩水 を 1 分 間に わたり 追 

加す る。 

15.101 温度 プローブ は， その 絶縁が 食塩水の 影響 を 受けない 構造で なければ ならない。 
適否 は， 次の 試験に よって 判定す る。 

約 1 % の NaCl を 含み， 温度が 20 °C 土 5 °C の 水に プローブ を 完全に 浸す。 食塩水 を 約 15 分で 沸点まで 
加熱す る。 次に， 沸騰して いる 食塩水から プローブ を 取り出して， 温度が 20 °C±5 °C の 水に 30 分 間 浸す。 
この 手順 を 5 回 行い， その上で プローブ を 水から 取り出す。 次に， 表面の 液体 をす ベて ふきとる。 
その後， プローブ は， 16.2 の 漏え い 電流 試験に 耐えなければ ならない。 
備考 この 試験で は， 着脱 式 温度 プローブ は 機器に 接続し ないで 実施す る。 非 着脱 式 温度 プローブ は， 
プローブ をで きる 限り 浸して， オーブン 内で 試験す る。 

16. 漏え い 電流 及び 耐 電圧 漏え い 電流 及び 耐 電圧 は， JISC 9335-1 の 16. による ほ 力、， 次に よる。 

16.101 高圧 電源 用 変圧器の 巻 線 は， 適切な 絶縁 を も た な ければ な ら ない。 

スィ ツチ ング する 製品 は 16.101.1 で， その他の 製品 は 16.101,2 で 試験す る。 
16.101.1 スィ ッ チ モー ド 電源 ト ラ ンスの 一次 と 二次と の卷線 間の 絶縁に， 50 Hz 又は 60 Hz の 正弦波 電 

圧 を 1 分 間 印 加す る。 電圧 値 は， 定格 電圧の 1.414 倍に 750 V を 加えた 値で あり， 最低 値 1250 V とする。 
コイル 及び 層 間に， 絶緣 破壊が あって はならない。 
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16.101.2 一次 端子に， 定格 周波数より 高い 周波数の 正弦波 電圧 を 加え， トランスの 二次 巻 線に 定格 電圧 
の 2 倍 を 誘導す る。 

試験 時間 は， 次に よる。 
一 定格 周波数の 2 倍までの 周波数の 場合， 60 秒， 又は 

一 それよりも 高い 周波数の 場合 最小 15 秒と して， 120 X ま，，， 秒。 

試験 周波数 

備考 過度の 励磁電流 を 避ける ために， 試験 電圧の 周波数 は， 定格 周波数よりも 高く 設定す る。 
試験 電圧の 3 分の 1 以下の 電圧 を 印 加し， 次いで 過渡的な 過度の 励振 電圧 を 引 き 起こす ことなく 電圧 を 
急激に 引き上げる。 試験 終了 時には， 電圧 を 最大値の 約 3 分の 1 まで 同様に 引き下げてから， スィッチ を 
切る。 

卷線間 又は 同一 卷 線の 隣接す る 巻 線 層 間 に， 破壊が あ つて はならない。 

17. 変圧器 及び その 関連 回路の 過 負荷 保護 変圧器 及び その 関連 回路の 過 負荷 保護 は， JISC 9335-1 の 17. 

による ほか， 次に よる。 

高圧 電源 用 変圧器 及び その 関係 回路に ついては， この 試験 を 行わない。 これら は， 19, の 試験 中に 判定す 

る。 

18. 耐久性 耐久性 は， J1SC 9335-1 の 18. による ほか， 次に よる。 

ヒンジ を 含む 扉 システム， マイクロ波 シール 及び ほかの 関係 部分 は， 通常の 使用で 予想され る 摩耗に 耐 
える 構造で なければ ならない。 
適否 は， 次の 試験に よって 判定す る。 

庫 内に 適切な マイクロ波 吸収 負荷 を 入れて， 定格 電圧で 機器 を 運転して 10 000 サイクル， 次に マイクロ 
波 発振 な し で 1 000 回 の 操作 サイクル を 扉 システム に 適用す る。 

扉 は， 通常の 使用の 場合と 同様に 開閉す る。 閉 位置から 135° と 180° との 間の 角度 又は 機器の 全開 角度 
がそれ より 小さい 場合に は， 可能な 最大 角度まで 扉 を 開ける。 操作 速度 は， 毎分 6 サイクル とする。 
一 乾燥 負荷 を 用いる 場合に は， 試験 開始 時 及び 各 10 000 回 終了 時に， 100 g の 水 を 加えて， 水が 蒸発す 
るまで 機器 を 運転す る。 

こ の 試験 を， 扉 開閉 回数が 100 000 回になる まで 繰り 返す。 

試験 後， マイクロ波 漏れが 32, に 規定され た 限界 値以 ド であり， かつ， 扉 システム 力 《依然として 機能し な 
ければ ならない。 

備考 101. 試験 を 行うた めに， 制御装置 を 作動 不能に する こ とがで きる。 

102. 劣化して もこの 規格に 対する 適合 性 を 損なわない 部品 は， 試験 を 完了す るた めに 交換す る 

ことができる。 

19. 異常 運転 異常 運転 は， JIS C 9335-1 の 19. による ほか， 次に よる。 ただし， 19.1, 19.11.2 及び 19.13 

は， この 規格に よる。 

19.1 JISC 9335-1 の 19.1 を， 次のと おり 修正す る。 

19,2〜19.10 の 試験 を 機器に 適用す る 代わ り に， 機器に 定格 電圧 を 印 加して， 19.101〜19.104 の 試験に よ 

つて 適否 を 判定す る。 

19.11.2 JIS C 9335-1 の 19.11.2 による ほ 力、， 次に よる。 
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マグネ トロンの 陰極 一陽 極 間 を 順次， 開放 及び 短絡す る。 これらの 故障 状態の 一つの 結果と して 電圧の 
低下に 伴って 入力電流が 増大す る 場合に は， 機器に 定格 電圧の 0.94 倍の 電圧 を 印 加して 試験 を 行う。 ただ 
し， 入力電流が 電圧に 対して 比例 以上に 増大す る 場合に は， 機器に 定格 電圧の 1.06 倍の 電圧 を 印 加す る。 

マグネ トロンの フィラメント は， 短絡し ない。 
19.13 9335-1 の 19.13 による ほ 力な 次に よる。 

巻 線の 温度 は， 表 8 に 規定した 数値 以下で なければ ならない。 調理 開始 予約 機能 及び 保温 機能 を もつ 機 
器 は， 定常状態に 達する まで 運転す る 機器と みなす。 

試験 中， 各項に ついて 規定され た 負荷 を 用い， 32. に 従って 測定して， マイクロ波 漏れが 100 W/m 2 以下 
でなければ ならない。 試験 後に 機器 を 運転す る 場合， 機器 は， 32. に 適合し なければ ならない。 
19.101 制御装置 を 最も 厳しい 条件になる 位置に 設定し， 加熱 室に 負荷 を 入れずに， 機器 を 運転す る。 

運転 時間 は， タイマが 許容す る 最大 時間 又は 定常状態 力 《 確 立され るまでの いずれ か 短い 方の 時間と する。 
19.102 通常の 使用で 作動す る タイマ 又は ほかの 制御装置 を 作動 不能に して， 通常 動作で 機器 を 運転す る。 

備考 機器に 複数の 制御装置が 付いている 場合， それら を 順次に 作動 不能に する。 
19.103 発生し 得る 単一 故障 状態 を シミュレートして， 通常 動作で 機器 を 運転す る。 

制御装置 を 最も 厳しい 条件になる 設定に 合わせて， タイ マが 許容す る 最大 時間 又は 90 分の いずれ か 短い 
方の 時間， 機器 を 運転す る。 

備考 故障 状態の 例 は， 次のと おりで ある。 
一 同一 面に ある 空気 開口 をふさ ぐ。 

一 拘束 時の 回転 子 トルクが 全 負荷 トルクよりも 小さい 場合， モータの 回転 子 を 固定す る。 
拘束され るお それが ある 可動 部 を 固定す る 。 
19.104 制御装置 を 最も 厳しい 条件になる 設定に 合わせ， ポテトが 発火して 炎が ほかの 可燃性 材料に 延焼 
する 可能性が 最も 高い 受皿 上の 位置に ポテト 1 個 を 置いて， 機器 を 運転す る。 

ポテト は， ほぼ だ 円形と し， 質量 を 125〜150g の 間と する。 最も 短い 主軸の 長さ を 40mm 以上と する。 
最も 長い 主軸の 長さ を 140 mm 以下と し， その 長さ を 対称的に 短く して 規定の 質量に する ことができる。 
直径が 1.5 mm±0.5 mm で， 長さが ポテトの 最も 長い 軸と ほぼ 同一の スチール ワイヤ を， この 軸に 沿って 
差し込む。 

試験 は， マイクロ波 発振 力 《停止して から 又は 加熱 室の 火が 消えてから 15 分 後に 終了す る。 
試験 中， 加熱 室内の 火 は， 機器 内に 封じ込めなければ ならない。 

備考 1. 試験 中， 19.13 は 適用し ない。 ' 
試験 後， 機器が 依然として^ 能す る 場合に は， 損傷した 着脱 式 受皿を 交換して， 19.13 を 適用す る。 機器 
が 適合 し ない お 合に は， 新 し い 機器 を 用いて 試験 を 繰 り 返す。 

備考 2. 以前の 試験の 累積 ダメージ のために， 不適 合が 生じる ことがあり 得る。 

20. 安定性 及び 機械的 危険 安定性 及び 機械的 危険 は， JISC 9335-1 の 20. による ほ 力、， 次に よる。 

20.101 底 ヒンジ 方式 （縦 開き） 扉 を もつ 機器 は， 荷重 を 載せた 場合に 適正な 安定性がなければ ならない。 
機器に は， 次の 試験 を 実施す る。 

機器 を 水平面に 置き， 開けた 扉の 幾何 的中 心に おもり を 静かに 載せる。 

おもり は， 次に よる。 
― 据置形 機器に ついては， 7kg。 
― 可搬形 機器 について は， 3 .5 kg。 
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備考 砂袋 をお もりとす る ことができる。 
機器が 傾いて はいけ ない。 

21. 機械的 強度 機械的 強度 は， JISC 9335-1 の 21. による ほ 力、， 次に よる。 

適否 は， 21.101〜21.:105 の 試験に よっても 判定す る。 
21.101 ヒンジ 式 扉 は， 全開 位置まで 残り 約 30° に 配置す る。 スライド 式 扉 は， ほぼ 3 分の 2 開く ように 
配置す る。 ヒンジ 式 扉の 自由 端から 25 mm 離れた 箇所の 内面 又は スライド 式 扉の ハンドルに， 35 N の 力 
を 加える。 

力 は， スプリング 定数が 1.05N/mm の スプリング バランスで 加える。 その後， 逆の 力 を 扉 又は ハンドル 
の 反対側に 加える。 次いで， 逆の 力 を 除去して， 扉に 全開 位置までの 行程 を 完了させる。 
試験 は， 5 回 行う。 

据置形 機器 及び 埋 込み 形 機器の 扉に ついて， 次の 内容 を 除き， 試験 を 繰り返す。 
一 扉 を， 最初 は 全開 位置と 閉 位置との 中間に 置く。 

一 加える 力 は， 扉 を 開ける のに 必要な 力の 1.5 倍 又は 65N のい ずれ か 大きい 方と する。 ただし， 力 を 測 
定で き な レ 3 場合 又は 扉が 間接的に 開 く 場合に は， 65 N の 力 を 加 え る 。 
試験 は， 5 回 行う。 

扉 を， 全開 位置と 閉 位置との 中間に 置く。 ヒンジ 式 扉の 自由 端から 25 mm 離れた 箇所の 外面 又は ス ライ 
ド式 扉の ハンドルに， 最初 は 逆の 力 を 加えて， 90N の 閉じる 力 を 加える。 
この 試験 は， 10 回 行う。 

その上で， 機器が 32. に 適合し なければ ならない。 
21.102 横 ヒンジ 式 扉 は， 全開 位置に 置く。 次いで， 140 N の 下向きの 力 又は 機器 を 傾けずに 任意の 扉 位 
置に 加える ことができる 最大の 力の いずれ か 小さい 方の 力 を， 扉の 自由 端に 加えて， 扉 を 閉じる。 依然と 
して 力 を 加 えながら， 扉 を 再度 一杯 に 開ける。 

この 試験 は， 5 回 行う。 

底 ヒ ン ジ 式 扉 を 開 ける。 1 40 N の 力 又 は 機器 を 傾 けずに 加 える ことができる 最大の 力の いずれ か 小さい 
方の 力 を， 自 I 由 端から 25 mm 離れた 扉の 内面の 最も 厳しい 条件になる 位置に 加える。 
力 を 15 分 間 加える。 

その上で， 機器が 32. に 適合し なければ ならない。 
21.103 辺の 長さが 20mm の 木製の 立方体 を， 扉 ヒンジから 最も 離れた 内側の コーナに 取り付ける。 ヒン 
ジ から 最も 遠く 離れた 他方の コーナに， 90N の 力 を 扉の 表面に 対して 垂直な 方向に 加えて， 扉 を 閉じよう 
と 試みる。 

その 力 を 5 秒 間 維持す る。 

その上で， 立方体 を 取り除く。 マイクロ波 発振が 可能になる まで 扉 を ゆっくりと 閉じる。 次に， 及び 
そ の 開閉 手段 を 操作 して， マイクロ 波 漏れが 最大に なる 位置 を 決定す る。 
その上で， 機器が 32. に 適合し なければ ならない。 

ヒンジから 最も 離れた 他方の コーナに 木製 立方体 を 取り付けて， 試験 を 繰り返す。 
備考 この 試験 は， スライド 式 扉に は 適用し ない。 
21.104 扉 を 閉じ， その外 面に それぞれ: H の エネルギー を もつ 衝撃 を 3 回 加える。 これらの 衝撃 を 扉の 中 
心 部分に 加え， 同一 箇所に 加えても よい。 

直径が 50 mm で， 質量が 約 0.5 kg の 鋼 球で 衝撃 を 加える。 扉の 平面に 保持され た 適切な ひもで 鋼 球 をつ 
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るす。 規定の 衝撃 エネルギーで 表面に 衝突す るのに 必要な 距離 だけ 鋼 球 を 振り子と して 落下させる。 
次に， 扉 を 開けて， オーブンの 扉に 相対す る 面に 同様の 衝撃 を 3 回 加える。 

ヒンジ 式 扉の 内面に 扉 を 全開 位置に して， 前と 同様に 衝撃 を 3 回 加える。 衝撃 は， 扉の 中心部 分に 加え， 
同一 箇所に 加えても よい。 ただし， 底 ヒンジ 式 扉 を 全開す ると 水平になる 場合に は， 規定の 衝撃 エネ ルギ 
一が 得られる 距離 だ け， 鋼 球 を 自由に 落下 させて 衝撃 を 加える。 

底 ヒンジ 式 扉 は， 更に， その シールに 同様の 衝撃 を 3 回 加えて 試験す る。 それらの 衝撃 を 三つの 異なる 
場所に 加える。 

その上で， 機器が 32* に 適合し なければ ならない。 
21.105 底 ヒンジ 式 扉 を 開け， 直径が 10 mm で 長 ざが 300 mm の 硬い 木材の 棒 を底ヒ ンジに 沿って 置く。 
棒 は， 一端が 扉の 外縁と 同一 面 上になる ように 配置す る。 ハンドルの 中心に， 扉の 表面に 対して 垂直な 方 
向に 90N の 閉じる 力 を 加える。 その 力 を 5 秒 間 維持す る。 

棒の 端 を 他方の 外縁と 同一 面 上に し， 次いで 棒 を 扉 ヒンジ 内の 中心に 配置して， 試験 を 繰り返す。 

32. に 規定され た 条件の 下で マイクロ波 漏れ を 測定し， それが 100 W/m 2 以下で なければ ならない。 

22. 構造 構造 は， JISC 9335-1 の 22. による ほ 力、， 次に よる。 

22.101 埋 込み 形 機器 は， ダクトに よる 通気 設備 を 設ける 場合を除き， 必ず 正面から 通気し なければ なら 
ない。 

適否 は， 目視 検査に よって 判定す る。 
22.102 オーブン 通気孔 は， 通気孔から 放出され る 湿気 又は グリースが， 機器の 充電 部と ほかの 部分との 
間の 沿 面 距離 及び 空間 距離に 影響を及ぼさない 構造で なければ ならない。 

適否 は， 目視 検査に よって 判定す る。 
22.103 機器に は， 扉 を 開ける こ と によって 作動す る 少な くと も 二つの 扉 インタ ロック を 組み込ま なけれ 
ばなら ず， 少なくとも 一つ は， モニタされ ている 扉 インタ ロックで なければ ならない。 

備考 二つの 扉ィ ン タロック を， モニタされ ている 扉ィ ン タロック システムに 組み込む こ とがで きる。 

適否 は， 目視 検査に よって 判定す る。 
22.104 少なくとも 一つの 扉 インタ ロックに， マイクロ波 発振器 又は その 電源 回路 を 断路す る スィッチ を 
組み込まなければ ならない。 

適否 は， 目視 検査に よって 判定す る。 ， 

備考 代わ り に 同等の 信頼性が ある 断路 方法 を 用いる こ ともで きる。 
22.105 扉 インタ ロックの 少なく とも 一つ は 隠れて いなければ ならず， 人が 外から 操作しょう と しても 作 
動 可能であって はならない。 可 触 扉 インタ ロック を 外から 操作され るより 前に， この 扉 インタ ロックが 作 
動し なければ ならない。 

適否 は， 次の 試験に よって 判定す る。 

扉 開 又は 閉 状態に おいて， JISC 0922 の テス ト プローブ B にて 隠された ィ ン夕 ロック スィ ツチ を 動作 さ 
せよう とすべ ての 開口から 試みる。 図 101 に 示す 直 棒 を 用いて 同様に ィ ン タロック システム を 動作 させよ 
う とすべ ての 開口から 試みる。 

磁気で 作動す る扉ィ ンタロ ッ ク について は， 更に， 扉ィ ンタロ ッ クスィ ツチの 上の ェン クロージャに 磁 
石 を 当てて 試験 を 行う。 その 磁石 は， 扉 インタ ロック を 作動させる 磁石と 同様の 構造 及び 磁力の 向き を も 
つ。 その 磁石 は， 寸法が 80 mm X 50 mm X8 mm の 軟鋼 電機子に 適用した ときに， 50N±5N の 力 を 発揮で 
きなければ ならない。 さらに， その 磁石 は， 電機子から 10mm 離れた ところで 5N±0.5N の 力 を 加える こ 
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とがで きなければ ならない。 

扉 を 開 け， 同時に 可 触扉ィ ン タロック を 外 か ら 操作し ようと 試みる。 

試験 中に， 隠された 扉 イン 夕 ロック を 作動させる こ とがで きて はならない。 
22.106 モニタされ ている 扉 インタ ロック の 監視 装置 は， その ス イツ チ 部分が マ イク 口 波 発振器 を 制御で 
きない 場合に は， 機器 を 作動 不能に しなければ ならない。 

適否 は， 次の 試験に よって 判定す る。 

モニタされ ている 扉 インタ ロックの スィッチ 部分 を 作動 不能に する。 定格 電圧が 1 50 V を 超える 機器 に 
ついては 〗.5kA 以上， ほかの 機器に ついては 1,0 kA 以上の 短絡 容量 を もつ 電源から， 機器に 定格 電圧 を 印 
加す る。 

扉 を 閉じて 機器 を 運転して， 通常の 方法で 加熱 室に 接触しょう と 試みる。 マイクロ波 発振器が 機能 を 停 
止して 作動 不能 状態に とどまらない 限り， 扉 を 開ける ことが 可能であって はならない。 監視 装置が， 開路 
位置で 故障して はならない。 

備考 1. 監視 装置が 閉路 位置で 故障 し た 場合に は， そ の 後の 試験の た め に 監視 装置 を 交換す る 。 
2, こ の 試験 を 行う ために は， ほかの 扉ィ ン タロック を 作動 不能 にす る 必要が あ つてよ い。 
マイクロ 波 発振器 に ， 電圧 を 印 加 す る 回路の 内部 ヒ ユー ズが溶 断 し た 場合 に は， ヒューズ を 交換して， 
更に， 2 叵 I 試験 を 行う。 内部 ヒューズが， 毎回 溶 断し なければ ならない。 

電源と 直列の （0.4+j 0.25) Ci の インピーダンス を 用いて， 試験 を 更に 3 回 行う。 内部 ヒューズが 毎回 
溶 断し なければ ならない。 

備考 3. 定格 電圧が 150 V 未満の 機器 又は 定格 電流が 16A を 超える 機器に ついては， 直列 インピー ダ 
ンスを 用いた 試験 は 行わない。 
22.107 扉ィ ン タロックの 動作に 影響を及ぼす 単一の 電気 的 部品 又は 機械的 部品の 故障に よって， 機器が 
作動 不能になる 場合を除き， ほかの 扉ィ ン タロッ ク 又は モニタされ ている 扉ィ ン タロックの 監視 装置が， 
作動 不能に なって はならない。 

適否 は， 目視 検査 及び 必要な 場合に は 部品 故障 を シミュレートし， 機器 を 通常の 使用のと おりに 運転す 
る ことによって 判定す る。 

備考 この 要求 事項 は， 監視 装置のう ち 22.106 の 試験に 適合す る 部品に は 適用し ない。 
22.108 22.103 に 適合させる ために 組み込まれた 扉 インタ ロック は， 過度の マイクロ波 漏れが 発生す る 前 
に 作動し なければ ならない。 
適否 は， 次の 試験に よって 判定す る。 

一つ を 除く すべての 扉ィ ン タロック を 作動 不能に する。 機器に 定格 電圧 を 印 加し， 32. に 規定され た 負荷 
を 用いて 運転す る。 扉の 開け 閉め を 小刻みに 行い， その 間に マイクロ波 漏れ を 測定す る。 
機器 は， 32. に 適合し なければ ならない。 
各 扉 インタ ロックに ついて， 順次 試験 を 繰り返す。 

備考 1. 22.103 に 適合させる ために， 扉 インタ ロックが 必要な 場合に だけ， この 試験 を 実施す る。 
2. こ の 試験 を 行 う ときには， モニタされ ている 扉 インタ ロック の 監視 装置 を 作動 不能 にす る必 
要が あるか も しれない。 

22.109 扉と その 相対す る 面との 間に 薄い 材料 を 差し込んだ 場合に， 過度の マイクロ波 漏れが あって はな 
ら ない。 

適否 は， 幅が 60 mm±5 mm で， 厚さが 0,15 mm 土 0,05 mm の 細長い 紙 を 扉 と その 合い 面 と の 間の シール 
に 入れ， 紙 を 挟んで 扉 を 閉じる ことによって 判定す る。 
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その上で， 機器が 32. に 適合し なければ ならない。 
紙 を 異なる 位置に 置いて， 試験 を 10 回 繰り返す。 
22.110 扉 シールが 食品 残留 物で 汚れた 場合に， 過度の マイクロ波 漏れが あって はならない。 
適否 は， 次の 試験に よって 判定す る。 

扉 シールに 料理 用 油 を 塗る。 シールに オープン チョークが ある 場合に は， チョーク 溝 を 油で 満たす。 
その上で， 機器が 32. に 適合し なければ ならない。 
22.111 扉 コーナに ひずみ を 加えた ときに， 過度の マイクロ波 漏れが あって はならない。 
適否 は， 次の 試験に よって 判定す る。 

機器に 定格 電圧 を 印 加し， 32. に 規定され た 負荷 を 用いて 運転す る。 マイクロ波の 発生 を 可能に する 最大 
の 扉 ギャップが 得られる まで 扉 及び 扉 開 手段 を 操作す る。 扉の 表面に 対して 垂直に， 各 コーナに 順次 引 張 
り 力 を 加える。 40N まで 引 張り 力 を ゆつ く り と 上げて いく。 

試験 中に， 32. に 規定され た 条件の 下で マイクロ波 漏れ を 測定し， それが 100 W/m 2 以下で なければ なら 
ない。 

試験 後， 機器が 32. に 適合し なければ ならない。 
22.112 温度 プローブ 又は その コードが 扉に 挟まれた ときに， 過度の マイクロ波 漏れが あって はならず， 
プローブが 損 似して はならない。 

適否 は， 次の 試験に よって 判定す る。 

プロ 一 ブは， 通常の 使用の ゆ 合 と 同様に， 測 温 部分 又は コ 一 ド を 最も 厳 しい 条件に なる 位置に 静止 させ 
た 状態で， 接続す る。 扉 を コードの 測 温 部分に 当てて 閉じて， 最も 厳しい 条件になる 位置に 90N の 力 を 5 
秒 間 加える。 次いで， 力 を 解除し， オーブンが 運転 可能な 場合に は， 32. に 規定され た 条件の 下で マイクロ 
波 漏れ を 測定し， それが 100 W/m 2 以下で なければ ならない。 

試験 後， 機器が 32, に 適合し なければ ならず， 温度 プローブが， 8.1， 15,101 及び 29. に 適合し なければ な 
ら ない。 

22.113 着脱で きる 部分 を 取り外した ときに， 過度の マイクロ波 漏れが あって はならない。 
適否 は， 次の 試験に よって 判定す る。 

着脱で きる 部分 を 取り外す。 ただし， 取り外した 場合に， 直径 85 mm 以上の 水平面が 確保で きない 場合 
は， 受皿は 除く。 

その上で， 負荷 を 加熱 室の 中心に できる 限 り 近い 水平面に 置いて， 機器が 32. に 適合 し な ければ な ら ない。 
備考 非 放射 定在 波の 検出 を 避ける ために， 着脱で きる 部分 を 取り除いて できた 開口部に は， 温度 プ 
ローブの 先 を 差し込' まない。 
22.114 基礎 絶縁の 故障 又は 絶縁 方式 を 橋 絡す る 緩んだ ワイヤと いった 単一 故障に よって， 扉 を 開けた 状 
態での マ イク 口 波 発振器の 運転が 可能 になって はなら ない。 

適否 は， 目視 検査 及び 必要な 場合に は， 関係 故障 を シミュレート する ことによって 判定す る。 綾む おそ 
れが ある ワイヤ は， 接続 を 切って 規定 位置から 外し， 落下させる が， それ 以外の 操作 は 行わない。 もし， 
すべての 扉ィ ン タロッ クが 作動 不能になる 状態になる よ う な 場合， ほかの 充電 部 又は 接地され た 部分に 接 
触して はならない。 

備考 1. 強化 絶縁 又は 二重 絶縁の 故障 は， 二つの 故障と みなす。 

2. 二つ の 独立 し た 手段で 固定 されて いる ワイヤ は， 緩みそう な ワイヤと はみ なさない。 
22.115 視野 スクリーン を 通じて 加熱 室へ 入る ことができて はならない。 
適否 は， 目視 検査 及び 次の 試験に よって 判定す る。 
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直径が 1 mm で 平らな 端 を もつ まっすぐな 鋼 棒 を， 2 N の 力で 視野 スクリーン に対して 垂直に 押し付け 
る。 棒が 加熱 室に 入って はならない。 

國 内部 配線 内部 配線 は， J1SC 9335-1 の 23. による。 

24. 部品 部品 は， J1SC 9335-1 の 24. による ほ 力、， 次に よる。 ただし， 24.1 は， この 規格に よる。 
24.1 J.ISC 9335-1 の 24.1 による ほ 力、， 次に よる。 

備考 101. 電子レンジ 高圧 電源 変圧器に は， 1EC 60989 は 適用し ない。 

24.1.4 インタ ロック は， 次の 試験 を 実施し， 試験 数 は 6 サンプル である。 

インタ ロック は， 機器に 定格 電圧 を 印 加した と き に 機器に 生じ る 状態 をシ ミュレ 一 ト する 負荷に 接続す 
る。 速度 は， 毎分 約 6 サイクル とする。 サイクル 数 は， 次のと おりで ある。 
—扉 インタ ロック 50 000 

一 使用者 保守 時に だけ 作動す る インタ ロック 5 000 

試験 後， それ 以上 使用で きない ほど ィ ン タロックが 損傷して はならない。 
24.101 ク 機器に 組み込まれる コンセント は 単相で， 接地 極 を 組み込み， 定格 電流が 16A 以 ― f でな 

ければ な ら ない。 象な， _ …そぶ 他 9_ ええ 乙に 接 MM 三 ヒセ. ど 上き _ 歷ヒ ではなし 非 着脱 式 カバ 

一で 覆われた ヒ ユー ズ 又は ミ ニチ ユア 回路 遮断器で， 次の 定格 電流に なる よう 保護され ていなければ な ら 
ない。 

一 定格 電圧が 130 V までの 機器に ついては， 20 A。 
一 ほかの 機器に ついては， 10 A。 

機器が 固定 配線に 永久 的に 接続す るよ う に 意図され ている 場合 又は 機器に 有 極 ブラ グが 付いている 場合 
に は， 中性 極 を 保^す る 必要 はない。 

適否 は， 目視 検査に よって 判定す る。 

備考 ミニチュア 回路 遮断器の 駆動 部分 は， 可 触と する ことができる。 

霪厘 1M に塗坶 力 盡ェぎ 扛 x ヒな yft 合せし ョ 之き 之 上 厘に 変 ね圣挠埤：^稃 が きせ ェヒ全 
はおば-な ヒ。 _ -- 

25. 電源 接続 及び 外部 可とう コード 電源 接続 及び 外部 可とう コード は， JISC 9335-1 の 25. による。 ただ 
し， 25.1.4 は， この 規格に よる。 

25.14 J1SC 9335-1 の 25.14 による ほ 力、 次に よる。 

温度 プローブの 場合， 総 曲げ 回数 は 5 000 回と する。 断面が 円形の コード を もつ プローブ は 2 500 回 曲げ 
た 後に 90。 回す。 

26. 外部 導体 用 端子 外部 導体 用 端子 は， JISC 9335-1 の 26. による。 

27. 接地 接続の 手段 接地 接続の 手段 は， 丄 IS C 9335-1 の 27. に よ る。 

28. ねじ 及び 接続 ねじ 及び 接続 は， JISC 9335-1 の 28. による。 

29. 空間 距離， 沿 面 距離 及び 固体 絶縁 空間 距離， 沿 面 距離 及び 固体 絶縁 は， J1SC 9335-1 の 29. による。 



著作権法 によ り 無断での 複製， 転 R マ は 禁止され ております。 
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30. 耐熱性 及び 耐火性 耐熱性 及び 耐火性 は， JISC 9335-1 の 30. による。 ただし， 30.2 は， この 規格に よ 

る。 

30.2 JISC 9335-1 の 30.2 による ほか， 次に よる。 

開始 時間 を あらかじめ 選択で きる 機器 及び 保温 機能 を もつ 機器に ついては， 30.2.3 を 適用す る。 ほかの 
機器に ついては， 30.2.2 を 適用す る。 

國 耐 腐食 性耐 腐食 性 は， JISC 9335-1 の 31. による。 

32. 放射線， 毒性 その他 これに 類す る 危険性 放射線， 毒性 その他 これに 類す る 危険性 は， J1S C 9335-1 

の 32. による ほか， 次に よる。 
製品の マイクロ波 漏れ は， 次の 試験で 確認す る。 

内径 力ん 約 85 mm の 肉薄の ほうけい 酸 ガラス 容器に 入った， 20 で士2 °C で， 275 g± 15 g の 飲料水 からな 
る 負荷 を受 皿の 中心に 載せる。 機器に 定格 電圧 を 印 加し， マイクロ波 出力 制御装置 を 最大 設定に して 機器 
を 運転す る。 

階段 入力信号 を 受ける と 2 秒 又は 3 秒で 定常状態 示度の 90 % に 達する 計器で， マイ ク 口 波 電力 密度 を 
測定して マイクロ波 漏れ を 決定す る。 機器の 外面の 上で 計器 アンテナ を 動かし， 特に 扉と その シールに 注 
意して， 最大 マイクロ波 漏れの 場所 を 突き止める。 

機器の 外面から 50 mm 以上 離れた ところでの マイクロ波 漏れが， 50 W/m 2 以下で なければ ならない。 
備考 101. 高い 水温の ために 試験に 対する 適合 性に 疑問が ある 場合に は， 新しい 負荷 を 用いて 試験 を 
繰り返す。 

単位 mm 
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図 101 イン 夕 ロックの 操作 性 試験 棒 



著作 栴法 によ り 無断での^ :1, かに ふけ 禁 lh されて おります。 
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附属 書 



次 を 除き， JISC 9335-1 の 附属 書 を 適用す る。 



附属 書 A (参考） 製品 検査の 試験 



次 を 除き， 9335-1 の 附属 書 A を 適用す る。 

A.2 耐 電圧 試験 

変更 

試験 回路の 電流 は， 100mA まで 上昇させる。 
A.101 表示 及び 取扱 説明 カバーに 電波 漏れに 関する 注意 表示が ある こと を 確認す る。 

製品 に 取扱 説明が 附属 されて いる こと を 確認す る 。 
A.102 構造 扉 インタ ロック システム は， 扉 を 開いた ときに マイクロ波の 発振 管 を 停止す る こと を 確認す 

る。 

A.103 マイクロ波 漏れ 電子レンジ は， 定格 電圧 を 供給し， その 最大 出力で 動作す る。 製品の 外観 表面 か 

ら約 50 mni 離れた すべての ポィ ン 卜に おける， マイクロ波 漏れ 密度 を 測定す る。 
負荷 は， 適切な ものと する。 測定器 は， 製品 表面上で 動かしながら， マイクロ波 漏れ を 測定す る。 
マイクロ波 漏れ は， 50 W/m 2 を 超えて はならない。 



著作権法 によ り 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され てお ります。 
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附属 書 AA (規定） 複合 形 電子レンジ に関する 個別 要求 事項 



複合 形 電子 レンジ は， 本体の 箇条に 次の 変更 を し て 適用 す る。 

なお， 据付 形の 複合 形 電子レンジ に関して は， J1S C 9335-2-6 も 適用し， 可搬 形の 複合 形 電子レンジに 
関して は， JIS C 9335-2-9 も 適用す る。 

しかしながら， これらの 規格の 要求 事項 は， この 規格に 対して， 優先す る こと はない。 
備考 複合 形 電子レンジ を マイクロ波 発振から 独立して 運転す る 場合 は， この モード は， 閔 連した 規 
格 だけで 試験 を 行う。 

複合 形 電子レンジが 抵抗 加熱 素子 以外の モー ドで 運転す る 場合 は， この モー ド はこの 規格の 
関連項目で 試験 を 行う。 

AA.3 定義 この 附属 書で 用いる 主な 用語の 定義 は， 本体の 3. による ほか， 次に よる。 ただし， 3丄9 は， 
この 附属 書に よる。 

AA.3.1.9 本体の 3.1.9 による ほ 力、， 次に よる。 

意図す る 運転 モードに 対し， 取扱説明書に 従った 最も 不利な 制御で 機器 を 運転す る。 

AA.5 試験の ための 一般 条件 試験の ための 一般 条件 は， 本体の 5. による ほ 力、， 次に よる。 ただし， 5.3 
は， この 附属 書に よる。 

AA.5.3 本体の 5.3 による ほ 力、， 次に よる。 

備考 101. 異なる モードの 試験で は， 最も 不利な 条件の 試験 だけ 行う。 
AA.5.101 本体の 5.101 による ほか， 次に よる。 

複合 形 電子レンジ は， 複合 機器と して 試験す る。 

AA.7 表示 及び 取扱 説明 表示 及び 取扱 説明 は， 本体の 7. による。 ただし， 7.12 は， この 規格に よる。 
AA.7.12 本体の 7J2 による ほか， 次に よる。 

警告 は， 次 を 含む もので なければ ならない。 

警告： 複合 形 電子レンジ 動作 モードで は， 過大な 温度 上昇が 懸念され るた め， 子供 は 大人の 監視 下で だ 
け 使用し なければ ならない。 

AA.11 温度 上昇 温度 上昇 は， 本体の 11. による。 ただし， 11.7 は， この 附属 書に よる。 
AA.11.7 本体の 11.7 による ほ 力、， 次に よる。 

電波 発振と 同時に グリルが 動作す る 機能 を もつ 電子レンジ は 30 分 間， マイクロ波 出力 約 50 % で 運転す 

る。 

電波 発振と 同時に オーブン 加熱が 動作す る 機能 を もつ 電子レンジ は， 60 分 間， マイクロ波 出力 約 50% 

で 運転す る。 

電波 発振 と 交互で 運転す る グ リ ル 又は オーブン 加熱 を も つ 電子 レ ン ジ は， 15 分 間 最大 出力で マ イク 口 波 
加熱で 運転 し， 引き続き 30 分 間 グリル 又は ォ ーブン 加熱 運転 を 行 う 。 

運転 中， 水が 蒸発 し て 半分 以下に なったら， 容器 は 沸騰 水で 追加す るが， ドア は 10 秒 以上 開けて はなら 



^作 権 法に よ り 無断での 複製， -転 ^'さは 禁止され ております。 
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ない。 

備考 101. これらの 試験 は， プログラム 又は タイマ を もつ 機器 も カバーす る。 
AA.11.8 本体の 11.8 による ほか， 次に よる。 

簿： ヒ^^ あ…； ヒ：^ 靈#_ き^;? 上 タ丄 も. 置 M 構 JiPS 盒 
^^立 ほ _c おさ:^^^)^ 清甩: t も 走た お _ヒぇ〖も__ぉ^(^？^^ え^ )^ 度 

AA.18 耐久性 耐久性 は， 本体の 18. による ほ 力、， 次に よる。 

電波 リーク 測定 前に， 次の 追加 運転 を 追加す る。 

抵抗 加熱^ 子の 運転 は， 次に よる。 
- 放射 加熱に 用いる 場合， 15 分。 
― オーブン 加熱に 用いる 場合， 30 分。 

一 焼 切り セルフ クリーニング 機能の 場合 は， クリーニング 1 サイクル。 

AA.19 異常 運転 異常 運転 は， 本体の 19. による ほか， 次に よる。 ただし， 19.101 は， この 附属 書に よる。 
AA.19.101 19.102 の 試験 は， 定格 電圧の 1.06 倍で 行う。 



せ 作栴 法に より 無断での 複製， 転載 等は禁 I ト: されて お り ます。 



附属 書 1 (参考） JIS と 対応す る 国際規格との 対比 表 



JIS C 9335-2-25 ： 2003 家庭 用 及び これに 類す る 電気機器の 安全性 一 第 2-25 部： 電子レンジ 及 
び 複合 形 電子レンジの 個別 要求 事項 


ISO 60335-2-25-2002, Household and similar electrical apohances ― Safety 
― Part 2-25: Paticular requirements for microwave ovens, including 
combination microwave ovens 


(I)JIS の 規定 


(II) 国際 

規格 番号 


(III) 国際規格の 規定 


(IV) JIS と 国お 規格 と の 技術的 差異の 項 

目 ごとの 評価 及び その 内容 
表示 箇所 ： 本体 及び 附属 書 
表示 方法 ： 点線の 下線 


(V) JIS と 国際 纖 との 技術的 

差異の 理由 及び 今後の 対策 


項目 
番号 


内容 


項目 
番号 


内容 


項 目 ご と 
の 評価 


技術的 差異の 内容 


l. 適用 to 囲 


定格 電圧が 250 V 以下の 家 
庭 用 電子レンジの 安全性 


■ 60335- 
2-25 


1 


國 に 同じ。 


IDT 






2. 引用 規格 


本体で 引 用され る 規格 
■ 1 9335-2-6 
JIS C 9335-2-9 






IEC 規格 を 引用。 
■ 60335-2-6 
IEC 60335-2-9 


MOD/ 変更 


引用 規格の う ち， JIS に 
置き換えられる もの は 
JIS と した。 


引用で き る JIS が ある 場合 
は， すべて JIS に 置き換える。 


3. 疋我 


電子レンジ， 複合 電子 レン 
ジ， 加熱 室， 受皿， モニタ 
さ れ てい る扉ィ ン タロッ 
ク， 温度 プローブの 定義 




3 


JIS に 同じ。 


IDT 






4. 一般 要求 
事項 


安全の 原則 




4 


JIS に 同じ。 


IDT 






5. 試験の た 
めの 一般 条 
件 


サンプル 数， 試験 順序な ど 






JIS に 同じ。 


IDT 






1 分類 


感電に 対する 保護 分類に つ 
いて， クラス I 以上 を 要 
求 




6 


感電に 対する 保護 分類 
について， クラス I 以上 
を 要求。 


MOD/ 追加 


JIS は クラス 01 機器 を 

認めた。 


クラス 1 お: 器の 扱い は， 日 

本 配電 事情 （コンセントに 接 
地な し） による。 


7. 表示 及び 
取扱 説明 


銘板 表示， 警告 表示 及び 取 
扱 説明書に 記載す る 内容 




7 


JIS に 同 じ 。 


IDT 
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.^i^n^ ^^I^ai. ^翁^ {i^-t ゆ さ t せ 卅 1-。 



( I ) JIS の 規定 


( IT ^ 国際 

規格 番号 


(III) 国に 規格の 規定 


(IV) JIS と 国際規格 と の 技術的 差異の 項 

目 ごとの 評価 及び その 内容 
表示 箇所 ： 本体 及び 附属 書 
表示 方法 ： 点^の 下線 


jis と 国際 謝 各 と の 技術的 

差異の 理由 及び 今後の 対策 


J 酉 s 

口 

番号 


内 究 




I 酉 曰 

番可 


内容 


I 胃 冃 ヾ y 

ロレし 

の 評価 


技術的 差 思の 内容 




8. 充電 部へ 
の 接近に 対 
する 保護 


試験 指 及び テス ト プローブ 
による 検査 




8 


JIS に 同じ。 


1DT 






9. モー 夕 駆 

動機 器の 始 
動 


適用し ない。 




9 


國 に 同じ。 


IDT 






10. 入力 及 

び 電流 


定格 入 力 又は 定格 電流の 表 
示 値と 測定値の 許容 差 




10 


國 に 同じ。 


IDT 






11. 温度 上 

昇 


設置 条件， 試験 時間， 温度 
測定 箇所 を 規定 




11 


次 を 除き， JIS に 同じ。 

電子レンジの 設置 条件 
を 機器の タイ プで 分け 
ていない。 


MOD/ 変更 


11.2 

JIS では， オーブン レ ン 
ジの 規定に 合わせ "埋込 
み 形 以外の 据置形 機器 

/4* tic C Q^^IZ 1 ん 1 1 1 

に 従って 設置す る。 可搬 

9 の 11.2 に 従って 設置す 
る。" が， IEC は J 謹 1 
9335-1 の 条件で 設置す 

る。 


日本に おいて は 1EC が 意図 

している 据置形 電子レンジ 
ばかりで な く ， 近年 は， 18kg 
未満の 可搬形 電子レンジが 
増えて きた。 電気 オーブン レ 
ンジの 規格で は， 可搬形 は， 
移動 性 を 考慮して 側面 壁 を 
使用 しない ことにな つてお 
り 雷 子 レンジ （特に 複合 電 

ノ ， |z Hi J レ<ノ \ | \J V ^- I^Xr i 一- 1 ^blJ 

子 レンジ） は， 電気 オーブン 
レンジ と 使用方法が 同 じ こ 
とから 試験 方法 を 統一した。 
この 内容 は， IEC に 提案 予 

定。 


12. (規定な 
い 


規定な し 




12 


JIS に 同じ。 


IDT 






13. 動作 温 

度 で の 漏 え 
い 電流 及び 
耐 電圧 


運転 状態に おける 漏え ぃ電 
流 及び 耐 電圧 試験 




13 


JIS に 同じ。 


IDT 
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$00^^ if^t^fi お Ik ゆや IT せ ^1-。 



■ ) JIS の 規定 


^ 国際 
插終 番导 


(III) 国際規格の 規定 


(IV) JIS と 国際規格との 技術的 差異の 項 

目 ごとの 評価 及び その 内容 
表示 箇所： 本体 及び 附属 書 
表示 方法 ： 点線の 下線 


(V) JIS と 国際 夫應 との 技術的 

差银 の: E ま 由 75 今将の t;f^ 

^n:^V v ノ+土 IXl/Xr リ、 / |& ゾノ, j>t< 


項目 

恶-き 

W つ 


内容 


項目 
XfZ. 口 
W ゥ 


内容 


項 目 ご と 

レン 口 1 属 


技術的 差異の 内容 


14. 過渡 過 

電圧 


空間 距離の 既定値 を 満たさ 
ない 箇所に 対する ィ ン パル 
ス 試験に よる 代替え 試験 
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國 に 同じ。 


IDT 






1 c D ほ杜 
丄！ >. 贈 1 亚 1 土 


験 及び 温度 プローブの 絶緣 




1 c 

1 ひ 


J1!S に IRJ し 。 


1JJ 丄 






1 0. 翻ん い 

電流 及び 耐 
電圧 


而オ M ^ CD 饰 録ィや rpi =iE/ffTFr 
及び 高圧 電源 用 変圧器の 絶 
縁 性能 




1 C 

10 


Jl^ レし | 口 J し O 


1JJ 丄 






17. 変圧器 

7^ n 、ュ の國 

連 回路の 過 
負荷 保護 


高圧 電源 用 変圧器 を 除く， 
久 ノエ 命 7ソ 1 M 1 RJ 乂ほ方 給 づフ、 
態 を 模擬した 温度 試験 
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■ に 同じ。 


IDT 


― 




1 Q 而ォな 4'/fc 


if frrfl^l^^ 1 on nnn [p| 

)0F- IJPJ I^Tj 丄 UUU Ui| 




1 e 

1 5 


J1J> に IK) し o 


iJJ 丄 






転 


マ ゲぇ ト r? 、 ノの ^tM ― l^Mk 

Y ノ个 | M Z V ノ ^xlM 吻 
間 短絡， 無 負荷 運転， 制御 
装置の 故障， ポテト 発火 試 
験 及び 高周波 漏え い 試験 




1 Q 
丄 ソ 


TTC f [HI 


I_L^ 丄 






20. 安定性 
及び 機械的 
危険 


機器の 安定性 及び 可動 部へ 
の 接近に 対する 保護 
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JIS に 同 じ 。 


IDT 






21. 接械的 

強度 


外郭の 機械的 強度 及び 扉の 
ヒンジの 強度 




21 


國 に 同じ。 


IDT 
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S35-2-25 ： 2003 



^^s^^ S 麵 -§:^B ま^お お. IhwtLT お ST。 



( I ) JIS の 規定 


/ TT ^ 面 際 
、丄 丄ゾ 1^1 

規格 番号 


(III) 国際規格の 規定 


(IV) JIS と 国際規格 と の 技術的 差異の 項 

目 ごとの 評価 及び その 内容 
表示 箇所： 本体 及び 附属 書 
表示 方法 ： 点線の 下線 


\ \ ) Jlo こ 困ぉ 、ス iiVT ほし レン:) 乂 口、 J 
差異の 理由 及び 今後の 対策 


項目 

m ら 


内容 


項目 
番 -ザ 


内容 


項 目 ご と 

の 怖 


技術的 差異の 内容 


22. 構造 


通気孔に 対する 要求， 二つ 
の扉ィ ン 夕ロッ クを 要求， 
扉の すき 間， シール 及び コ 
—ナ ひずみに 対する 保護， 
絶縁 故障に 対する 保護， 視 
野スク リーン を 通じての 浸 

1 林 ふ 
入 示 it 
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■ に 同じ。 


IDT 






23. 内部 配 
せ 


内部 配線の 屈曲， 耐 電圧な 
ど 
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國 に 同じ。 


IDT 






24. 部品 


インタ ロックの 耐久， t 器 

FH つ、 ノ レ 、ノ！ ■ rr\ /お FR 生 M IT 曰 

用」 ノセノ 卜の 1 史用 m 
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■ に 同じ。 

たたし， ク フス 丄 機？^ 
の コンセント について 

ほ书虐 1 ブ 1 、 7"> ) ゝ 
も 5 ち 、し に レ J Z ck レ ュ o 


MOD/ 変更 


24.101 

ク フス 丄 に は 3 

アース 付き コンセント 

ふ /击 田） -r ナ十 广 ナ产 い 
用し に t3s ならな し ュ 

と した。 


り. 丄 C ノノ^ AU 丄 え jel)A\ し に 
こ と による。 3 極 アース 付き 
コンセント を クラス I 機器 
に 使用す ると， クラス I あ 器 

カミ德 結で、 キスので 下^ V \y ベ 
ル への 変換 を 防止す る。 


25 雷 源 接 

ム丄 1ゾ 小 

続 及び 外部 
可とう コ一 
ド、 


雷 源 コ 一 ドの 種頻 温 度 つ。 

ローブの 折曲げ 言 式 験な ど 




2 く 


TTC に 同 广、 


IDT 






26. 外部 導 
体 用 端子 


端子ね じの 緩み 防止， 端子 
ねじの 大きさな ど 
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JIS に 同じ。 


IDT 






27. 接地 接 
続の 手段 


接地 線の 緩み 防止， 耐 腐食 
性， 接地 導通 試験な ど 
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JIS に 同じ。 


IDT 






28. ね じ 及 

び 接続 


ねじの 耐久性， 種類， 緩み 
止めな ど 
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JIS に 同じ。 


IDT 







—35-2-25 ： 2003 



■ ) JIS の 規定 


(II) 国際 

規格 悉- ほ 


(III) 国際規格の 規定 


(IV) JIS と 国際規格 と の 技術的 差異の 項 

目 ごとの 評価 及び その 内容 
表示 箇所 ： 本体 及び 附属 書 
表示 方法 ： 点線の 下線 


(V) JIS と 国際 緩 各 と の 技術的 

差 皿の 理由 及び 今後の 対策 


J 面 日 

番号 


内 袋 


J 酉 日 

番号 




I 首 曰 ―、 > 

•^M 1=1 しし 

の 評価 


坊衞 1 ^羊 思の lAi 究 


丄 フ • | - | WJ IT に 

離， 沿 面 距離 
及び 固体 絶 

縁 


华 間 距離 洽面 距離 固 休 

絶縁の 厚さ 




ム j 




丄 u 丄 






30 而才孰 や 半 
-J v. Wi rf ぐ、' 1 丄 

及び 耐火性 


ボ' 一 ノレ フ° レ 、ソ シ ャ -3 式 ^ ゲ 
リヽ ノレ ノレ ノ ノ飞 pJ-\/gVi, ノ 

ロー ワイヤ 試験， ニードル 
フ レーム | 式 は 




ス 


ire ir 1h] 广 


LU 丄 






31. 耐 腐食 
性 


腐食に 対する 保護 対策 
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JIS に 同じ。 


IDT 






32. 放射線， 
毒性 その他 
これに 類す 
る 危険性 


最大 高周波 漏れ 測定 
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JIS に 同じ。 


IDT 






附属 書 


■ C 9335-1 による。 




附属 書 


JIS に 同じ。 


IDT 






附属 書 AA 


複合 電子 レ ン ジの 試験 方法 

据 置 形け TIS r 

l^n * I , は ti Xk3 v. リ "jjj 一ん-り 

可 搬形は JIS C 60335-2-9 

を 適用す る。 




附属 書 AA 


JIS に 同じ。 

i- ナミ \ 7f- — ブ ンお Wi^ 

/に/しし， ノ」 , z ^ViRb IX： 

用 時 （ヒータ 使用 時） の 
外郭 測定 除外 は 明確に 

なって いない。 


MOD/ 追加 


AMI. 8 

雷 ネ レ ンジは M 度 試 驗 
時に 外郭 を 測定す る こ 

と になって いる 力、 JIS 

では オーブン 機能 使用 
時 （ヒータ 使用 時） は電 
気 オーブン レンジと 同 
様に 外郭 を 測定し ない 
こと を 明確 化して いる。 


電子レンジ 単独で は 外郭 温 
度 を 測定し， 複合で は 外郭 温 
度 を 測定 しないと いう こ と 

は， IEC 規格 を 使用して いる 
各国で も 行って いる 力 5 ， 規格 

1 ~ 1 1 J 、\w /画- J ノ 、， o^'v， y yvi 1 |_J 

では この 運用が 不明確で あ 
り， 解釈 を 統一す るた めに デ 

ビエ一 シ ヨン を 設けた （IEC 

への 提案 予定)。 



JIS と 国際規格との 対応の 程度の 全体 評価 ： MOD I ^ 



〇 9335- 



備考 1. 項目 ごとの 評価 欄の 記号の 意味 は， 次のと おりで ある。 

一 IDT 技術的 差異がない。 

- MOD/ 追加 国際規格 にない 規定 項目 又は 規定 内容 を 追加して いる。 

- MOD/ 変更 国際規格の 規定 内容 を 変更して いる。 

2. JIS と 国際規格 と の 対応の 程度の 全体 評価 欄の 記号の 意味 は， 次の と お り である。 
一 MOD 国際規格 を 修正して いる。 



9335-2-25 ： 2003 
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JISC 9335-2-25： 2003 

家庭 用 及び これに 類す る 電気機器の 安全性 一 
第 2- 25 部 ： 電子レンジ 及び 複合 形 電子レンジの 個別 要求 事項 

解 説 



この 解説 は， 本体 及び 附属 書に 規定 • 記載した 事柄， 並びに これらに 関連した 事柄 を 説明す る もので， 
規格の 一部で はない。 

この 解説 は， 財団法人 日本規格協会が 編集 • 発行す る もので あり， この 解説に 関する 問合せ は， 財団 法 
人 日本規格協会へ お願いします。 

1. 改正の 趣旨 旧規 格 は， 1996 年に 第 4 版と して 発行され た IEC 60335-2-25, Household and similar 
electrical appliances ― Safety ― Part z-25: Particular requirements for microwave ovens, including combination 
microwave ovens を 元に 作成した 規格であった。 その後， IEC 60335-2-25 が 2002 年に 第 5 版と して 発行 さ 

れた。 そこで， この 規格 を， IEC 規格に 整合させる ために 改正 を 行った。 

2. 改正の 経緯 この 規格 は， 電子レンジと して 国際的に 広く 用いられ ており， 日本と しても 対応す る IEC 
規格の 改正に 合わせて， 可能な 限り 早く 改正す る ことが 望まれて いる。 今回の 改正 も， 国際的な 動きに 合 
わせて いる。 

3. 適用 範囲 この 規格の 適用 範囲 は， 家庭 用 及び これに 類す る ものと なって いる 力、 店舗， ちゅう （厨） 
房， 農業， サービス 業な どに 用いる もの も 含まれる。 また， この 規格 は， 制定 後に 電気 用品 安全 法の 技術 
基準 省令 第 2 項への 採用 を 前提と している。 

4. 規定 項目の 内容 この 規格 は， 通常， 元と なる 1EC 60335-2-25 に 整合して いる。 規定 項目 は， 次のと 

おりで ある。 

一 感電に 対する 保護 及び 有害な 水の 浸入に 対する 保護 分類 

一 本体 表示 及び 取扱説明書 

一 充電 部への 接近に 対する 保護 

一 定格 入力 又は 定格 電流の 許容 差 

一 通常 使用 状態での 温度 上昇限度 

一 動作 温度での 漏え い 電流 及び 耐 電圧 

一 過渡 過 電圧 

一 耐湿性 

一 漏え い 電流 及び 耐 電圧 

一 変圧器 及び その 関連 回路の 過 負荷 保護 

一 異常 運転 

解 1 

著作 椭法 によ り 無断での 複 91, 転 *》 は禁 II： されて おります。 



24 

C 9335-2-25 ： 2003 解説 

一 安定性 及び 機械的 危険 ' 
- 機械的 強度 
― 構造 一般 

一 内部 配線に 関する 規定 
― 部品の 取扱い 

一 電源 接続 及び 外部 可とう コード 
一 外部 導体 用 端子 
一 接地に 関する 規定 
- ねじ 及び 接続 

- 空間 距離， 沿 面 距離 及び 固体 絶縁 
一 耐熱性 及び 耐火性 

5. 原案 作成 委員会の 構成 表 原案 作成 委員会の 構成 表 は， 次に よる。 

第 59/61 小委員会 構成 表 



所属 

東京大学 大学院 

財団法人 電気 安全 環境 研究所 

財団法人 日 本 品質保証 機構 

独立 行政法 人 製品 評 ffii 技術 基盤 機構 

社団法人 日本 電気 協会 

国民生活 センター 

財団法人 日本 消費者 協会 

全国 地域 婦人 団体 連絡 協^会 

消費 科学 連合会 

社団法人 日本 厨房 工業 会 

曰 本 自動販売機 工業 会 

日本 暖房 機器 工業 会 

社団法人 日本 ホー ム ヘルス 機器 工業 会 

社団法人 日本 冷凍 空調 工業 会 

社団法人 日本 ガス 石油 機器 工業 会 

社団法人 電子 情報技術 産業 協会 

三洋 電機 株式会社 

シャープ 株式会社 

株式会社 東芝 

曰 立ホ一 ム& ライ フソ リ ユー ショ ン 株式会社 

松下電器 産業 株式会社 

松下電器 産業 株式会社 

松下電工 株式会社 

三菱 電機 株式会社 

財団法人 電気 安全 環境 研究所 

松下電器 産業 株式会社 

松 下 冷 機 株式会社 

東芝 キャリア 株式会社 



解 2 



(委員長） 
(委員） 



(WG-1 代表) 
(WG-2 代表) 
(WG-3 代表) 
(WG-4 代表) 



之 長 次 均 功 環 一 代 美 三 夫 英武 史巳傑 昭友之 一 功夫 二 史博宏 穎 明 

千 須 

名 博英秋 文 三 真 省文隆 浩昭 秀 孝啓昭 安輝 禎雄政 聖和 

氏 

崎澤木 井井 田 藤 野 賀田瀬 田 田 田 山 合 原 實崎衡 田 本 井野 藤 木 山 

木々 士心 々 

大八佐 浅 浅 鎌 伊中 山 岡 柳 鴨 半 高 丸 河 藤 松 山 仁 青 島 石 松 佐 佐秦神 



習作 権 法に よ り 無断での ■ fe 救 等 は^ ih されて お り ます。 
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解 3 

齊作権 法に よ り 無断での 複製， 転載 等は禁 Ik されて お ります。 



(WG-5 代表) 



(事務局） 



(主査） 
(委員） 



(WG-1 代表) 

(事務局） 



曰 立ェ機 株式会社 
経済 産業 省 
経済 産業 省 
経済 産業 省 

社団法人 日本 電機 工業 会 
社団法人 日本 電機 工業 会 



第 59/61 小委員会 WG2 構成 表 

氏名 所属 

松下電器 産業 株式会社 
財団法人 日本 品質保証 機構 
三洋 電機 株式会社 
シャープ 株式会社 
株式会社 東芝 
株式会社 日立 ホーム テツ ク 
松下電器 産業 株式会社 
三菱 電機 ホ 一 ム 機器 株式会社 
財団法人 電気 安全 環境 研究所 
社団法人 日本 電機 工業 会 



徳夫俊 紀男純 

. 紀 

雅由 正大 和雅 

橋 野 井村 田 子 

高 平 萬 中柴笹 



宏次雄 登 夫 明 子 博博隆 

秋 和 嘉 貴 孝 政 美 

木木 野 川 村替川 井藤 野 

々々井 

佐 佐 田 巿岡張 吉金佐 中 
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白 紙 



解 4 



お 作 権 法に より 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され てお ります。 



女 内容に ついての お 問合せ は， W 摩 部樑準 翻査課 [FAX(03)3405-554 1 TEL(03)577(M 573] へ ご 連 
絡く ださい。 

★JIS 規格 票の 正誤 票が 発行され た 場合 は， 次の 要^で ご^ 内いた します。 

(1) 当 協会 発行の ぼ刊誌 "^準 化 ジャーナル" に， 正， おの 内容 を^ いいたします。 

(2) 原則として 毎月 第' 3 火 腿 日に， "日経 産， 新 IF' 及び "日刊 ェ菜新 閒" の J1S 発行の 広告 瀾 
で， 正^お が 発行され た JIS 規格 番号 及び 規格の 名称 をお 知らせい たします。 

なお， 当 協会の jis 予約者の 方に は， 予約され ている 部門で in おおが ^行され た^ 合， a 励 
的に お送りい たします。 

★JIS 規格^の ご注文 は， お及^, 部 カス 夕 マーサ一 ビス^ [TEL(03)3583-8002FAX(03)3583-0462] 
又は 下記の 当 協会 各 支部に おきましても ご注文 を 承って おり ますので， お 申込みく ださい。 



家 K 用 及び こ れに 類す る «気 機! S の 安全性 一 
^ 2-25 部 ： ^子 レ ン ジ 及び 合 形;！! 子 レ ン ジの ^別^ 求 リ门ぉ 

平成 15 年 12 月 20 H ？ n 1 W! 允行 



錢行人 



坂 倉 省 吾 



% 行 所 

財団法人 日本規格協会 
T 107-8440 « 京 ffi 港 区 * 坂 4 丁 H 1-24 



礼幌 支部 
東北 支部 
名 古 履 支部 



〒瞻' 0003 
甲 誦-0014 

〒54"0053 
広 * 支部 T 730-00 11 
四 国 支部 干 7604)023 
福 岡 支部 =fS に- 0025 



札 幅 市 中央 区; ft 3 条西 3 丁目 1 札 幌大问 生ま ビル 内 

TEL(0l 1)261 -004 S FAX (Oil )22) -4020 
IS 曹 ： 02760-7-43S1 

仙 台 市 寿 葉 区一 港町 2 丁 目 5-22 CE エジソン ビ /レ «f 台 内 
TEL (022)227- S336( 代お》 FAX (022)266 
^kH ■■ 02200-1-816<) 

名 古 屋^ 中 区 * 2 丁目 6-1 白 川 ビル 別館 内 
TEL (0S2)22l-83l6{f^^) FAX (05 2)203 ^H06 
h¥t ： 00800-2-232^3 
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